
委託プロジェクト研究課題評価個票（事前評価）

１．全体の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）
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２．全体の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）

戦略的農林水産研究推進事業のうち食料安全保障強化研究（拡充）研究課題名

研究企画課、研究統括官（生産技術）室、研究開発官（基礎・基盤、環境）室研究開発官等名

大臣官房 環境バイオマス政策課
消費・安全局 植物防疫課
輸出・国際局 知的財産課
農産局 穀物課、地域作物課、果樹・茶グループ、農産政策部技術普及課
畜産局 畜産振興課、飼料課
農村振興局 農村政策部鳥獣対策・農村環境課、整備部設計課、水資源課

連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ１３年度（５年間）研究期間

45.7億円（うち新規・拡充 31億円）（５年間）総事業費

１．基礎段階 ２．応用段階 ３．開発段階
研究開発の段階

（該当するものに ）

【全体の概要】

農林水産業の持続性を確保し、食料安全保障の強化を推進するために必要な技術開発を推進している。令和
９年度から、以下の６課題を新規で、１課題を拡充で実施。

【課題一覧】
①高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（新規）
②気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（新規）
③持続的な食料安定供給のための省力的な病害虫・雑草管理技術の開発（新規）
④資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（新規）
⑤青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（新規）
⑥農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（新規）
⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

研究課題の概要
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３ー（１）ー① 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

①高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（新規）
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4

研究統括官（生産技術）室（１）研究開発官等名

農産局穀物課、地域作物課（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ11年度（３年間）（３）研究期間

2.1億円（３年間）（４）事業費

１．基礎段階□ ２．応用段階□ ３．開発段階（５）研究開発の段階

１．基本情報

２．研究内容

高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（１）研究の概要

近年これまでに生産者が経験したことの無い、高温・干ばつ条件が毎年のように発生しており、畑作物の品質及び収量に甚大な
影響を与えているが、気候変動はさらに進行し、減収や品質低下はさらに拡大すると懸念されている。このような状況下において
高温・干ばつ環境下でも安定生産を可能にするために、栽培体系や資材の活用などを抜本的に見直し、新たな栽培環境に適応
した新たな栽培体系を早急に開発することが求められている。
これまでに、作物ごとに高温・干ばつによる影響を受けやすい時期等の基礎的な知見や、作期や施肥法の変更による被害軽減
の可能性は示されているものの、個別要素に留まり、栽培体系の確立には至っていない。このため、本研究により、作期の移動
や栽植様式、肥料等の圃場資材の活用、適切な灌水・排水管理等を組み合わせた栽培体系のほか、収穫物の品温管理等を通

じた高温・干ばつ被害の軽減技術を開発し、現場実装することで、ばれいしょ、大豆、小麦等の畑作物の高温・干ばつ被害の
緩和を図る。
気候変動による減収や品質低下は全国的な問題であり、開発技術は広域への普及を想定している。そのため民間や都道
府県単独での開発は困難であり、国の事業として様々な研究機関が連携して、広域的に利用可能な技術を開発する必要
がある。

（２）研究の内容

採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター（PD：専門知識を有し、研究推進上の決定権を持つ研究責任者）、
プログラムオフィサー(PO：省庁の運営管理責任者)を設置し、外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進
行管理を行う。農林水産省が開催する運営委員会では研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究
実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制とする。  

（３）研究推進体制

種ばれいしょの萌芽不良を防止し、高温年でも萌芽率90％以上を実現可能な栽培体系や、高温・干ばつによる減収率及び
品質低下による生産者手取りの減少を、慣行栽培の半分以下に抑制可能な栽培体系を確立し、マニュアルを整備。本技
術の有効性は、現地実証試験において本技術を導入した圃場と、導入していない近隣ほ場の収量や品質を比較することで
検証する。

（４）アウトプット目標

３ー（２）ー① 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

①高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（新規）



３ー（２）ー① 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

①高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（新規）

開発する技術のマニュアルを整備し、研究受託者が主体となって道府県の普及組織等を通じて生産者に展開するほか、
随時普及のための講習会を開催するとともに、普及地域での現地実証試験等を通じて普及を図る。種ばれいしょの萌芽不
良防止技術については、開発段階から原原種生産を担う種苗管理センターに導入し、最終的には全ての原原種生産農場
に導入する。

種ばれいしょの安定供給や小麦・大豆等の減収及び品質低下防止により、畑作物の安定生産を実現し、食料・農業・農村
基本計画のKPI（2030年生産量でばれいしょ233万トン、小麦137万トン、大豆39万トン等）に貢献。
技術導入状況については、普及組織等の関係団体と連携し把握する。

（５）アウトカム目標

実験及び圃場作業補助のための賃金（24,578千円）、気象観測装置や非破壊葉面積計等の備品費（9,600千円）、肥料等
の圃場資材や分析試薬等を含む消耗品費（9,867千円）、研究連絡や現地調査に掛かる国内旅費等の職員旅費（1,493千
円）、間接経費（16,154千円）、その他（8,308千円）を計上する。

（６）予算の主な項目と
その内容

（７）その他補足事項
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アウトカム
（令和12年度～）

実証
・

産業利用
（令和11年度～）

委託プロジェクト（令和９～11年度）
既往成果
（知見） 令和11年度

アウトプット
令和11年度令和10年度令和９年度

種ばれいしょの安定供給
や小麦・大豆等の減収及
び品質低下防止により、
畑作物の安定生産を実
現し、食料・農業・農村基
本計画のKPI（2030年生
産量でばれいしょ233万ト
ン、小麦137万トン、大豆
39万トン等）に貢献。

・種ばれいしょの萌
芽不良を防止し、高
温年でも萌芽率
90％以上を実現可
能な栽培管理体系
の確立。

・高温・干ばつによ
る減収率及び品質
低下による生産者
手取りの減少を、慣
行栽培の半分以下
に抑制可能な栽培
管理体系の確立。

・開発する栽培体系
について、マニュア
ルを整備。

・高温・干ばつ、
収穫後の品温
管理等がばれ
いしょの萌芽率
への影響に関
する知見

・開花後の高温
が大豆の品質
に影響すること
を解明

・作期移動によ
り高温回避を
回避できる可
能性

・登熟期間の高
温・干ばつと小
麦の登熟期間
の短縮や千粒
重低下に関す
る知見

高温・干ばつ等がばれいしょの萌芽に
与える影響の解明

開発段階（令和11年頃）から、

種ばれいしょ生産体系を原原
種生産を担う種苗管理セン
ターに導入し、技術の改良を
進める。

令和12年以降、採種圃等に

も技術導入を図り、種ばれい
しょ生産安定化に貢献。

３ー（３）ー① ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

①高温・干ばつによる畑作物の減収・品質低下を抑える栽培体系の開発（新規）

【普及・実用化に向けた推進策】

・作成する栽培マニュアルを活用し、
開発技術の普及を図り、産地の生
産者と連携して実証事業を実施

萌芽率低下の原因を回避する
種ばれいしょ生産体系の確立

確立した生産体系の現地実証試験

作期移動と栽培様式の最適化等を組み合わせた
高温・干ばつを回避する栽培体系の確立

（大豆、そば等）

確立した栽培体系の現地実証試験

肥料等の圃場資材の利用による
高温・干ばつを回避する栽培体系の確立

（小麦、そば等）

確立した栽培体系の現地実証試験

令和12年頃から、開発した栽培体

系の現地実証を進めながら、全国
への普及を促進する。

現地実証
試験への反映

現地実証
試験への反映

現地実証
試験への反映
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３ー（１）ー② 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

②気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（新規）
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研究統括官（生産技術）室（１）研究開発官等名

農産局果樹・茶グループ（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ11年度（３年間）（３）研究期間

2.4億円（３年間）（４）事業費

１．基礎段階□ ２．応用段階 ３．開発段階（５）研究開発の段階

１．基本情報

２．研究内容

気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（１）研究の概要

近年、果樹の生産現場においては、温暖化の影響による結実不良などにより生産が不安定となっており、農業者、食品流
通業者から以下の課題に対して早期解決が求められている。
・うめとおうとうにおいては、温暖化によるミツバチやマメコバチなどの訪花昆虫の減少や活動低下により、R６～７年度の生

産量が、令和５年度と比較して２～５割の減少となっている。
・日本なしでは、主に人工授粉によって結実を確保しているが、主な花粉の輸入元である中国で火傷病が発生し、花粉が

輸入停止している。そのため、授粉用の花粉を自給する必要性があるなど結実管理の労力が増えている。
・シャインマスカットなどのぶどうでは、無核果処理に３回の薬剤処理を必要としており、短期間に多くの作業を必要とするこ

とから、面積拡大のボトルネックとなっている。
このような中、果樹は民間での研究の取組がないことから、以下について研究を行う。
・うめとおうとうにおける、訪花昆虫の活動増進や増殖、授粉しやすい樹体改善技術の開発。
・日本なしにおける、授粉作業が不要な自家和合性の新品種「ゆつみ」の栽培管理技術の確立や、結実管理に多くの労力

を要する摘果作業を省力できる摘花剤の開発。また、開花日予測アプリを開発し、摘花剤の処理予測に活用。
・シャインマスカットなどのぶどうについては、ストレプトマイシンを使用せず、処理回数を3回から2回に削減するための技術

開発。
なお、本研究では、多品目、他分野の連携における開発が必要であることから、産官学の構成により実施し、２～３年目に
開発要素を統合し、それぞれの樹種で対策マニュアル等を作成し、技術普及を図る。

（２）研究の内容

３ー（２）ー② 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

②気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（新規）

8



２．研究内容

採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター（PD：専門知識を有し、研究推進上の決定権を持つ研究責任者）、
プログラムオフィサー(PO：省庁の運営管理責任者)を設置し、外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進
行管理を行う。農林水産省が開催する運営委員会では研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究
実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制とする。 

（３）研究推進体制

【うめ、おうとう】
・結実不良に起因する生産量の減少を回避する技術を確立し、安定生産の目安となる、うめ700kg/10a以上、おうとう
400kg/10a以上を生産目標とするマニュアルの作成（結実不良年のR6-7生産量：うめ496kg/10a、おうとう282kg/10a，安定
収量年のR1-5生産量：うめ662kg/10a、おうとう374kg/10a，農水省特産果樹生産動態等調査）

【日本なし】
・結実管理に要する労働時間を1/2に削減するマニュアルの作成。摘花剤の処理時期を２週間前に±３日の精度で予測す

る開花日予測アプリを作成
【シャインマスカット】
・無核果の処理回数を3回から2回にする省力技術の開発

（４）アウトプット目標

・うめ、おうとうについては、2040年までに主産地の栽培面積の30％以上に技術を導入し、安定収量年の目安であるうめ
700kg/10a以上、おうとう400kg/10a以上を維持

・日本なしは、結実安定化技術の開発により、年間労働時間の20％（約40時間/10a）削減（農水省農業経営統計調査）
・シャインマスカットなどのぶどうは、2040年までに新しい省力無核果技術の普及面積割合を50％以上

（５）アウトカム目標

温暖化再現用のグロースチャンバー等に係る設備備品費（11,000千円）、現地調査や研究連絡等の旅費（2,472千円）、人
件費（8,853千円）、消耗品費（17,227千円）、雑役務費（6,000千円）、間接経費（18,461千円）、賃金（15,361千円） 、その他
（626千円）を計上する。

（６）予算の主な項目と
その内容

アウトカム目標の追跡調査は、担当する試験研究機関が主体となり、普及機関や関連団体の協力を得て状況調査等を行
う。

（７）その他補足事項

３ー（２）ー② 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

②気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（新規）
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アウトカム
（令和12年度～）

実証
・

産業利用
（令和12年度～）

委託プロジェクト（９～11年度）
既往成果
（知見） 令和11年度

アウトプット
令和11年度令和10年度令和９年度

・うめ、おうとうは、2040年
までに主産地の30％以

上に技術を導入し、安定
収量年の目安であるうめ
700kg/10a以上、おうとう
400kg/10a以上を維持

・日本なしは、結実安定
化技術の開発により、年
間労働時間の20％以上
（約40時間以上/10a）削
減

・シャインマスカットなどの
ぶどうは、新しい省力無
核果技術の普及面積を
2040年までに50％以上
拡大

・結実安定の目安収
量であるうめ
700kg/10a以上、おう
とう400kg/10a以上を
目標とする結実安定
技術マニュアル

・日本なしの結実管理
に要する労働時間を
1/2に削減するマニュ
アル
・開花日予測アプリ

・ブドウの無核果処理
回数を通常の3回から
2回に削減する技術の
マニュアル

・うめとおうとう
における訪花
昆虫の活動特
性と結実に適し
た樹体条件

・受粉不要な自
家和合性日本
なし「ゆつみ」
の基本管理技
術
・日本なしにお
ける摘花剤とし
て有望な薬剤
の選定
・開花日予測技
術

・シャインマス
カットにおける
無核果処理技
術

温暖化条件下における結
実安定化技術の体系化と

現地実証

日本なしの開花日予測アプリの開発

うめとおうとうにおける

訪花昆虫の温暖化の影響解明と活
動増進技術の開発

新しい省力
無核果技術
の確立と実

証

３ー（３）ー② ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

②気候変動等のリスクに対応した果樹の結実安定技術の開発（新規）

【普及・実用化に向けた推進策】

・各樹種を生産する県や地域にマ
ニュアルを通じて技術を普及する

・資材メーカーと協力し植物生育調
節剤の登録を目指す

・開花日予測アプリを公開し、摘花
剤の適期処理に活用

うめとおうとうにおける
結実に適した樹体管理方法の確立

自家和合性「ゆつみ」の省力栽
培技術の開発

日本なしの摘果・摘花を省力化
する摘花剤の開発

結実管理の軽減・効率化技術
の確立とマニュアル作成

シャインマスカット以
外の品種への新しい
無核果技術の適用

拡大

シャインマスカットの新しい省力的無核果
技術の処理条件の解明

令和12年以降

・うめとおうとうの結実安定技
術の普及

・「ゆつみ」の普及促進、日本な
しの摘花剤の登録と普及

・ぶどうの無核果処理法の植
物生育調節剤の登録と普及

10



３ー（１）－③ 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

③持続的な食料安定供給のための省力的な病害虫・雑草管理技術の開発（新規）

11



12

研究企画課、研究開発官（基礎・基盤、環境）室（１）研究開発官等名

大臣官房環境バイオマス政策課、消費・安全局植物防疫課、農産局果樹・茶グループ、農産政策部技術普及課、農村振
興局 農村政策部鳥獣対策・農村環境課

（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ１３年度（５年間）（３）研究期間

５億円（５年間）（４）事業費

１．基礎段階□ ２．応用段階 ３．開発段階（５）研究開発の段階

３ー（２）－③ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

③持続的な食料安定供給のための省力的な病害虫・雑草管理技術の開発（新規）

１．基本情報

２．研究内容

気候変動等による病害虫・雑草のまん延リスクに対処するため、病害虫の発生時期の予測技術や雑草の定着リスク評価
技術とともに、ICT・AI等を活用した省力的防除技術等を開発する。

（１）研究の概要

○ 農林水産業・食品産業、国民生活の具体的なニーズ等から見た重要性
気候変動等により、果樹では果樹カメムシ類の発生状況の変化により延防除面積が2024年に過去最多となり、クビアカ

ツヤカミキリにおいても発生地域が拡大し被害が急増している。畑作・野菜類ではヨトウ類やべと病等の病害虫の発生時
期が早期化、長期化している。また、侵略的外来雑草のナガエツルノゲイトウ*の発生地域も拡大している。さらに、農業者
の減少・高齢化の著しい進行等により、現場での防除が年々困難化し、農業生産への被害が顕在化している。このような
中、病害虫の的確な発生予測及び新たな管理技術の確立は、国民への農産物の供給責任を果たす上で喫緊の課題と
なっている。

本研究の成果である「病害虫・雑草の予測技術」や「まん延防止技術」が現場に導入されることで、「食料・農業・農村基本
計画」（令和７年４月閣議決定）に記載されている「地域の防除体制の整備」、「総合防除*の普及」、「化学農薬・化学肥料の
使用低減」の実現に貢献する。

○ 研究の科学的・技術的意義、国が推進する必要性
・ 本研究において、気候変動により全国的に問題が顕在化し、現行の予測技術や防除技術では侵入やまん延を防ぐこと
が難しい病害虫・雑草を対象として、３ヶ月先の発生予測技術、予測技術と連携したICT・AIを利用した省力的な病害虫・
雑草の防除技術、まん延防止技術等の技術的難易度及び新規性の高い基盤的技術を開発する。

・ 気候変動等による病害虫の発生状況の変化により、従来の発生予察等に基づく防除時期の判断が困難化しているため、
県境を越えた防除対策や情報共有の重要性が著しく増している。このため、国が全国的な見地から、発生予察の高精度
化に向けた研究開発を企画・主導し、早期に開発する必要がある。

（２）研究の内容

* 用語集参照



13

３ー（２）－③ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

③持続的な食料安定供給のための省力的な病害虫・雑草管理技術の開発（新規）

○ 課題構成の妥当性、次年度に着手すべき緊急性
過去の委託プロジェクト研究では、ICTを活用した水稲の主要な病害虫（イネいもち病、斑点米カメムシ類等）の早期かつ

精密な発生予測技術、有機JAS資材用に薬剤抵抗性を発達させた天敵昆虫（カブリダニ類）の育成、ナガエツルノゲイトウ
に効果の高い除草剤の組み合わせの解明等を進めてきた。

本研究では、①気候変動により全国的に問題が顕在化、かつ②現在の技術ではまん延を防ぐことが難しい病害虫・雑草
を対象とし、喫緊の課題として以下の研究開発に取り組む。

１ 予測技術の開発
３ヶ月先の発生予測技術・・・気象庁の集団（アンサンブル）予報技術を活用し、主に畑地における病害虫の発生時期や

量を予測する技術を開発する。

侵入・定着リスク評価技術・・・侵略的外来雑草の早期防除を実施するため、ICT・AIを活用して雑草が定着可能な場所を
検知する侵入・定着リスク評価技術を開発する。

２ まん延防止技術の開発

ICT・AI等を活用した省力的な病害虫防除技術・・・予測技術と連携したドローン等のICT・AIを活用した省力的な病害虫防
除技術を開発する。また、侵略的外来雑草の省力的かつ持続的な物理的除去技術等を開発する。

発生の長期化に対応した病害虫防除技術・・・農薬散布のみでは対応し難い長期的な発生に対応するため、総合防除へ
の取組を推進する技術（超音波、薬剤入り防虫ネット等）を開発する。

（２）研究の内容
（つづき）

研究推進にあたっては、IT企業を含めて形成した研究コンソーシアムに、都道府県だけでなく民間事業者が求める仕様
等についての助言を求めるとともに、プログラムディレクター、プログラムオフィサーを設置し、外部専門家や関係行政部局
等で構成する運営委員会で進行管理を行う。運営委員会において、研究の進捗状況に応じて研究実施計画や課題構成を
逐次見直し、適正な推進体制とする。

（３）研究推進体制

（１）中間時（２年度末）の目標
・病害虫３種以上の予測アルゴリズムおよび侵略的外来雑草の定着リスク評価技術を開発する。
・まん延防止技術のプロトタイプを２つ以上開発する。（４）アウトプット目標

（２）最終の到達目標
・病害虫の発生時期の予測システムおよび侵略的外来雑草の定着リスク評価技術を開発・実装する。
・まん延防止技術について合計４地域で実証し、合計２つのSOP*を作成する。

* 用語集参照
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３ー（２）－③ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

③持続的な食料安定供給のための省力的な病害虫・雑草管理技術の開発（新規）

・ 予測に基づいた適切かつ省力的な病害虫管理技術を構築し、都道府県や企業を対象に予測技術を10件以上普及させ
ることで、気候変動等による病害虫の被害を回避・軽減する（2024年と比較して果樹カメムシでは発生面積を1/3以下に
抑制し、クビアカツヤカミキリでは被害樹数を1/20に抑制）。また、防除作業の軽労化や化学農薬使用回数を10％減らす
ことによる生産コストの削減にも貢献する。

・ 本課題で開発する侵入・まん延防止技術が都道府県における総合防除計画の策定に反映され、普及組織等による適
切な指導のもと総合防除を実践することにより、化学農薬に依存した対処的な管理からの脱却を図り、「食料・農業・農村
基本計画」のKPI（化学農薬使用量を2019農薬年度と比較して2030農薬年度に10%低減）に貢献する。

（５）アウトカム目標

本プロジェクト全体での主な予算項目について
・人件費 13,422千円

項目 ポスドク等雇用

・試験研究費 39,680千円
項目 試薬類（遺伝子解析用試薬等）、実験用資材類（超音波装置、

ICT機器等）、調査用資材（害虫サンプル採集資材）、
圃場等管理 等

・雑役務 10,208千円
項目 害虫発生予測アルゴリズムおよび画像識別技術等

・賃金 6,759千円
項目 パート及び実験補助者雇用等

・謝金、委員等旅費、職員等旅費、印刷製本費等 6,854千円
項目 推進会議開催に係る資料印刷、

現地調査・現地会議旅費、外部専門家の旅費・謝金等

（６）予算の主な項目と
その内容

（７）その他補足事項



アウトカム
（１６年度～）

実証
・

産業利用
（１４年度～）

委託プロジェクト（令和９～１３年度）

既往成果
（知見）

令和１３年度
アウトプット

令和１２
年度

令和１１
年度

令和１０年度
中間時

アウトプット

令和９年度

・ 予測に基づいた適切な病害
虫管理技術を構築し、都道
府県や企業を対象に予測技
術を10件以上普及させること
で、気候変動等による病害
虫の被害を回避・軽減する
（2024年と比較して、果樹カメ
ムシでは発生面積を1/3以下
に抑制し、クビアカツヤカミキ
リでは被害樹数を1/20に抑
制）。また、化学農薬の使用
回数を10％低減することによ
り生産コストの削減に貢献す
る。

・ まん延防止技術が都道府
県における総合防除計画の
策定に反映され、普及組織
等による適切な指導のもと総
合防除を実践することにより、
化学農薬に依存した対処的
な管理からの脱却を図り、
「食料・農業・農村基本計画」
のKPI（化学農薬使用量を
2019農薬年度と比較して
2030農薬年度に10%低減）に
貢献する。

・ 気候変動に対応し
た病害虫の発生予
測システムを開発

・ 病害虫３種以上
の発生予測アル
ゴリズムを開発

・ 有効積算温度等
に基づいた発生
の推定

・ 集団（アンサンブ
ル）数値予報デー
タ

・ 省力化防除技術
およびまん延防止
技術のプロトタイプ
を２地域以上で実
証し、SOPを作成

・まん延防止技術
のプロトタイプを
１つ以上開発

・ ドローン等を利用
した省力的病害
虫防除技術

・ 蛾の忌避行動を
誘導する黄色LED
ランプ

・ 侵略的外来雑草
の侵入・定着リスク
評価技術を開発

・ 雑草の侵入・定
着リスク評価ア
ルゴリズムを開
発

・ 侵略的外来雑草
の発生モニタリン
グ技術

・ 侵略的外来雑草
の化学的および物
理的防除技術等を
２地域以上で実証
し、SOPを作成

・ 物理的除去技術
等のまん延防止
技術を１つ以上
開発

・ 水田等で利用可
能な侵略的外来
雑草の化学的お
よび物理的防除
技術

３－（４）ー③ ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

③持続的な⾷料安定供給のための省⼒的な病害⾍・雑草管理技術の開発（新規）

・病害虫の３か月先の発生予測

システムを企業が発生予察事業お
よび生産現場で実証、本予測シス
テムのサービス展開を図る

集団予報技術を用いた
病害虫の発生予測アルゴ
リズムの検証とシステム化

侵略的外来雑草の侵
入・定着リスク評価技術
の検証とシステム化

病害虫の発生状
況の詳細分析

航空画像等を活用した侵略的外
来雑草の侵入・定着リスクの解明

超音波等の害虫の侵入・まん延防
止効果の条件を解明

外来雑草の再繁茂に対応した物
理的防除技術や化学的防除技術
の開発

開発した技術について、
農地周辺でのまん延防
止効果および効果の持
続性を検証

・開発した超音波等のまん延防止
技術とともにSOP等をもとに農薬・農

機メーカー等が技術の実用化を図
る

・開発したまん延防止技術とともに
SOP等を農薬・農機メーカー等に提
供し、企業が技術の実用化を図る

15

集団予報技術を基にした病害虫
発生条件をシュミレーション解析

・侵略的外来雑草の侵入・定着リス
ク評価技術を公開し、企業が都道
府県の各地域での利用を図る

開発したプロトタイプにつ
いて、圃場でのまん延防
止効果が高くかつ、その
効果の持続性を検証

予測と連携した省力化防
除技術の開発と精度とコ
ストの検証

３．ロードマップ



３ー（１）ー④ 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

④資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（新規）

16



研究統括官（生産技術）室（１）研究開発官等名

農産局穀物課、地域作物課（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ13年度（５年間）（３）研究期間

５億円（５年間）（４）事業費

１．基礎段階□ ２．応用段階□ ３．開発段階（５）研究開発の段階

１．基本情報

２．研究内容

資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（１）研究の概要

世界情勢の変化に伴う生産資材や肥料、燃油価格の高騰等が農業経営を圧迫している。畑作物は経営体当たりの経営
費が高く、スマート農業技術を中心に様々な省力化技術等が開発されたものの、更にコストを削減し持続的な畑作物生産
を維持するためには、肥料や農薬等の物財費を削減可能な技術の早期開発が求められている。
これまでに、個別の品目ごとの適正施肥体系は確立しているが、輪作体系全体を考慮した低コスト・安定生産可能な栽培
体系の確立は不十分である。そこで本研究により、多様な作物に対応可能な灌漑排水機能の効果的利用等の輪作技術、
高精度可変施肥プログラムや営農支援システム等の開発、堆肥や緑肥、前作の効果、低コスト肥料等を利用した低コスト
栽培体系を構築し、大豆、てん菜、さとうきび等の畑作物にかかるコスト低減を図る。
生産資材や肥料等の高騰は全国的かつ喫緊の課題であり、開発技術は広域への普及を想定している。そのため民間や
都道府県単独での開発は困難であり、国の事業として様々な研究機関が連携して、広域的に利用可能な技術を開発する
必要がある。

（２）研究の内容

採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター（PD：専門知識を有し、研究推進上の決定権を持つ研究責任者）、
プログラムオフィサー(PO：省庁の運営管理責任者)を設置し、外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進
行管理を行う。農林水産省が開催する運営委員会では研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究
実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制とする。 

（３）研究推進体制

３ー（２）ー④ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

④資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（新規）
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３ー（２）ー④ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

④資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（新規）

（１）中間時（２年度末）の目標
研究開発を実施する地域毎に、3年目以降に現地実証試験を実施可能な栽培技術体系のプロトタイプを構築する。

（４）アウトプット目標 （２）最終の到達目標
畑作物栽培にかかる肥料等の物財費を10％削減可能な栽培体系や、輪作体系全体での収量を10％向上可能な輪作体系
を確立し、マニュアルを整備。

食料・農業・農村基本計画における令和12年目標小麦・大豆の生産コストを令和5年比で20%減としている。これに加えて、

本事業で開発する技術について、作成したマニュアルを研究受託者が主体となって道府県の普及組織等を通じて生産者
に展開するほか、随時普及のための講習会を開催するとともに、事業終了後に普及地域での複数年の現地実証試験を実
施する。これにより開発技術の導入効果を検証することで、令和17年度までに小麦・大豆等の作付面積の30％に普及させ、
更に生産コスト5％の削減により25%減（令和5年比）を実現する。アウトカム目標の達成状況は生産費統計を利用して検証
する。

（５）アウトカム目標

グレンドリル、ドローン等の備品費（28,000千円）、実験及び圃場作業補助のための賃金（27,651千円）、肥料等の圃場資材
や分析試薬等を含む消耗品費（8,135千円）、研究連絡や現地調査に掛かる国内旅費等の職員旅費（1,911千円）、間接経
費（23,077千円）、その他（11,226千円）を計上する。

（６）予算の主な項目と
その内容

（７）その他補足事項
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アウトカム
（令和15年度～）

実証
・

産業利用
（令和13年度～）

委託プロジェクト（令和９～13年度）
既往成果
（知見） 令和13年度

アウトプット
令和13年度令和12年度令和11年度令和10年度令和９年度

作成したマニュアルを
活用し現地実証試験
を複数年実施し開発
技術の導入効果を検
証することで、令和17
年までに本課題で対
象とする小麦・大豆等
の品目の作付面積の
30％に本技術を普及

させることで、生産コ
ストの25%減（令和5年
比）を実現する。

・畑作物栽培
にかかる肥料
等の物財費を
10％削減可能
な栽培体系を
確立。

・輪作体系全
体での収量を
10％向上可能
な輪作体系を
確立。

・開発する低
コスト栽培体
系について、
マニュアルを
整備。

・堆肥投入や前
作物が 土壌や

後作に与える
影響に関す る
知見

・水稲乾田直播
では排水性が
改善し、大豆等
の輪作に好影
響

・作物の生育状
況、土壌状態
に基づく可変施
肥技術
・衛星画像を用
いた圃場内低
pH領域の推定
手法

令和14年

頃から、
開発した
栽培体系
の現地実
証を進め
ながら、全
国への普
及を促進
する。

令和13
年頃

高精度
可変施

肥プログ
ラムや

営農管
理システ
ム販売

高精度可変施肥プログラムや
営農管理システム等の開発

（大豆、てん菜等）

３ー（３）ー④ ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

④資材価格高騰に対応するための低コスト・安定生産可能な栽培体系の確立（新規）

堆肥や前作物の効果、低コスト
肥料等を利用した

低コスト栽培体系の確立
（大豆、てん菜、さとうきび等）

現地実証試験への反映

多様な作物に対応可能な灌漑排
水機能の利用や合筆・分筆等を
利用した効率的栽培体系の確立

（大豆等）

普及対象地域の輪作等の作付体系に
応じて個別の栽培体系・システムを組みわせた

現地実証試験

現地実証試験への反映

【普及・実用化に
向けた推進策】

作成する栽培マニュアルを活
用し、開発技術の普及を図り、
産地の生産者と連携して実証
事業を実施
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３ー（１）ー⑤ 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑤青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（新規）
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研究統括官（生産技術）室（１）研究開発官等名

畜産局飼料課、畜産振興課（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ13年度（５年間）（３）研究期間

５億円（５年間）（４）事業費

１．基礎段階□ ２．応用段階 ３．開発段階（５）研究開発の段階

１．基本情報

２．研究内容

青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（１）研究の概要

飼料を輸入に依存する我が国の畜産経営は、輸入飼料価格の高止まり（20年間で2倍）を受け逼迫しており、飼料費の削

減に向けて緊急の対応が必要である。国産飼料の中でも青刈りとうもろこしは高収量かつ高栄養価であり、輸入依存度が
非常に高い濃厚飼料の代替にもなりうる主要作物であるが、温暖化により二期作可能地域が拡大しているのにもかかわら
ず都府県では生産が減少傾向にあり、利用も乳用牛中心にとどまっている。また、家畜の飼料利用性向上は飼料の削減
に効果的であるが、科学的根拠に基づく技術体系の整備・普及が不十分であるため、農家ごとの飼養管理に依存している
状況にある。特に、肉用牛は肥育期間を通じて濃厚飼料を多量に給与することから、育種改良による飼料利用性向上と飼
養管理の改善が飼料費削減に非常に効果的であるが、選抜指標が未整備で育種改良は進んでいない。

本研究では、短中期的に飼料費低減効果が期待される重点課題として、拡大している二期作可能地域に向けた青刈りとう
もろこしの生産拡大技術を開発するとともに、各畜種を対象とした給与試験により生産性への効果を評価し、給与技術を確
立する。さらに、飼養管理技術を高度化することで増体量・乳量等の単位畜産物生産量当たりの飼料投入量を低減する。
加えて、中長期的な改良基盤として肉用牛の飼料利用性の向上に関する選抜指標を開発して肉用牛の改良を進める。こ
れらの成果を統合した技術体系を確立・普及することで、研究実施機関による技術情報の提供・改良、都道府県の普及指
導機関や関係団体等との連携による生産現場への普及、家畜改良関係機関等を通じた育種現場への活用を進めることで、
輸入飼料依存の低減及び持続的な畜産経営を実現し、国産飼料の利用拡大と飼料自給率の向上に貢献するとともに、飼
料生産・給与管理の効率化を通じて、担い手不足や経営規模拡大に対応した持続的な畜産経営の実現に寄与する。

青刈りとうもろこしの生産拡大および給与対象畜種の拡大に向けた技術開発は、複数地域・複数畜種での実証が必要であ
り、民間や個別の都道府県による取組だけでは実施が困難である。また、飼養管理技術および肉用牛の選抜指標につい
ては、全国で共通に活用可能な技術体系として確立する必要があるため、本研究は国が主導し、公的研究機関等と連携し
て実施する必要がある。

（２）研究の内容

３ー（２）ー⑤ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑤青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（新規）
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（１）中間時（２年度末）の目標
・青刈りとうもろこしの都府県における二期作体系、ブロックローテーション、耐湿性品種等を活用した安定生産技術を確立

する。
・各畜種を対象とした青刈りとうもろこしの給与試験等により生産性への影響を評価し、給与適用条件を明らかにする。
・各畜種を対象として、飼料利用性向上に資する飼養管理技術体系（給与設計・飼養環境・管理手法）を構築する。
・肉用牛の飼料利用性と関連する測定項目を広く収集し、飼料利用性との関連性が高い選抜指標候補項目を選定する。

（４）アウトプット目標

（２）最終の到達目標
・複数地域における青刈りとうもろこし増産技術について、コスト評価等も盛り込んだ技術マニュアルを作成する。
・青刈りとうもろこしの給与技術を含む飼料利用性向上に資する飼養管理技術について「飼養管理技術マニュアル」を作成

し、畜種別の実装指針を提示する。
・肉用牛の飼料利用性の育種改良に資する「家畜の飼料利用性選抜マニュアル」を作成する。

・開発した青刈りとうもろこしの安定生産技術及び給与技術の導入により、都府県において作付面積の拡大及び単収の向
上が見込まれることから、技術マニュアル等を活用し、生産者、普及指導機関等への普及・導入を進めることで、2040年
までに青刈りとうもろこし生産量を約30％増加（160万t→210万t）させる。

・開発した飼養管理技術および肉用牛の選抜指標について、それぞれのマニュアルを畜産経営体、各都道府県の公設試
験場へ普及・導入を進めることで、給与設計及び飼養管理の高度化による飼料利用性の数％規模の改善と、肉用牛にお
ける選抜指標を活用した育種による年率1％程度の遺伝的改良の累積効果により、2036年までに各畜種において単位畜
産物生産量当たりの飼料投入量（飼料利用性）を10％低減する。

・これらの取組により、資源投入効率の向上及び輸入飼料依存低減、それに伴う飼料輸送量の低減による温室効果ガス
排出削減を通じて、「みどりの食料システム戦略」の達成に貢献する。なお、技術導入状況や普及効果については、普及
指導機関、関係団体及び各都道府県の公設試験場と連携して把握する。

（５）アウトカム目標

とうもろこし等の飼料作物に対応した汎用収穫機の導入を含む試験研究費（75,161千円）、旅費（1,717千円）、その他（45千
円）、間接経費（23,077千円）を計上する。

（６）予算の主な項目と
その内容

（７）その他補足事項

３ー（２）ー⑤ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑤青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（新規）

２．研究内容（続き）

採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター（PD：専門知識を有し、研究推進上の決定権を持つ研究責任者）、
プログラムオフィサー(PO：省庁の運営管理責任者)を設置し、外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進
行管理を行う。農林水産省が開催する運営委員会では研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究
実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制とする。 

（３）研究推進体制
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アウトカム
（令和14年度～）

実証
・

産業利用
（令和14年度～）

委託プロジェクト（令和９～13年度）

既往成果
（知見）

令和13年度
アウトプット

令和13年度令和12年度令和11年度令和10年度令和９年度

・2040年までに都

府県の青刈りとう
もろこし生産量を
約30％増加（160
万t→210万t）

・2036年までに各

畜種の飼料利用
性を10％向上

・複数地域にお
ける青刈りとうも
ろこし増産技術
について、普及
に向けたコスト評
価等も盛り込ん
だ技術マニュア
ルを作成

・飼料利用性向
上に資する飼養
管理技術につい
て畜種別の「飼
養管理技術マ
ニュアル」を作成

・肉用牛の飼料
利用性の育種改
良に資する「家
畜の飼料利用性
選抜マニュアル」
を作成

・二期作体系や
作期分散による
収量向上技術

・耐湿性・高収
量品種の育成
及び水田転換
畑での栽培技
術

・乳用牛を中心
とした青刈りとう
もろこしサイ
レージ給与技術

・給与水準と乳
生産・増体への
影響評価に関
する知見

・飼料要求率や
増体量等を用
いた飼料利用
性評価手法

令和14年頃～

・肉用牛の家畜改良機関等におけ
る種雄牛選抜への実装開始

・各畜種における飼料利
用性と関連する飼養要

因の把握

・飼料利用性に関する
基礎データの収集及び

評価体系の整理

・給与設計、飼
養環境及び飼
料利用形態の

最適化による飼
料利用性向上
技術の確立

３ー（３）ー⑤ ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑤青刈りとうもろこしの生産・利用拡大と家畜の飼料利用性向上による飼料費削減技術の開発（新規）

・生産か
ら給与ま
でを一体
化した技
術体系
の構築
及び普
及指針
の作成

・青刈りとうもろこし給与試
験による畜種別適用可能

性の把握

・高品質サイレージ調製技
術の確立及び給与条件の

精緻化

・開発した飼養
管理技術の生
産性改善効果

の実証

・飼料利用性との関連性が
高い選抜指標候補の選定

・飼料利用性向上に資する
選抜指標の開発

・開発し
た指標
に基づく
育種改
良効果
の評価

・選抜指標開発に必要なデータの収集

令和14年
頃～

・都府県の
3地域以上

で青刈りと
うもろこし増
産技術を実
証

令和14年頃～

・民間生産現場における飼料設計
技術としての活用開始

・拡大する二期作可能地域での青刈りとうもろこし栽培技術の
開発

・耐湿性品種を用いた水田での青刈りとうもろこし栽培技術の
開発

・ブロックローテーション等による都府県型生産体系の構築
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３ー（１）ー⑥ 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑥農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（新規）
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研究統括官（生産技術）室（１）研究開発官等名

農村振興局 設計課・水資源課（２）連携する行政部局

Ｒ９～Ｒ11年度（３年間）（３）研究期間

1.5億円（３年間）（４）事業費

１．基礎段階 ２．応用段階 ３．開発段階□（５）研究開発の段階

１．基本情報

２．研究内容

農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（１）研究の概要

100ha以上の受益面積を持つ基幹的農業水利施設の約50％が耐用年数を超過しており（2024年時点）、早急な対策が必
要な農業水路は全国で約4,200kmにも及ぶとされている（R7土地改良長期計画より）。老朽化に起因する漏水などの事故リ
スクが高まる一方で、農業分野の労働力は将来的に減少すると予測されており、管理者による従来通りの施設点検や維
持管理を十分に継続できない可能性がある。このため農業水利施設の維持管理に必要な点検・監視技術の効率化・省力
化が不可欠。また、地方公共団体や土地改良区で管理している施設が対象となる部分も多いことから、点検作業を担う民
間企業と連携しつつ、全国に普及しうる技術を国費で開発する必要がある。
これまで、頭首工やため池などの大規模施設では、ドローン等を用いた計測技術の開発・活用が進められてきた。しかし、
開水路とその付帯施設ではこうした技術の適用が十分に進んでおらず、現状では目視や直接計測が主な点検手法となっ
ていることから、人的コストが非常に大きいという課題がある。
そこで本研究では、総延長が長大な開水路及びその付帯施設を対象に、ドローン等を活用した省力的な保全管理技術の
開発に取り組む。あわせて、施設の諸元や点検データ等の共有化を図るシステム及び小口径管の簡易補修技術を開発す
る。これらの技術を連携させることで、省力的な施設監視を実現するとともに、異常の早期発見と迅速な補修を可能とし、事
故リスクの低減を実現する。
【参考】受益面積100ha以上の基幹的農業水路は全国で約５万km整備されている（農業水路全体は約40万km）。

（２）研究の内容

採択後の研究推進にあたっては、プログラムディレクター（PD：専門知識を有し、研究推進上の決定権を持つ研究責任者）、
プログラムオフィサー(PO：省庁の運営管理責任者)を設置し、外部専門家や関係行政部局等で構成する運営委員会で進
行管理を行う。農林水産省が開催する運営委員会では研究プロジェクトの進捗状況を管理しつつ、進捗状況に応じて研究
実施計画や課題構成を逐次見直すなど、適正な推進体制とする。 

（３）研究推進体制

３ー（２）ー⑥ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑥農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（新規）
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２．研究内容（続き）

（１）中間時（２年度末）の目標
【水路の点検・監視】
・画像情報から水路等の劣化度合いを評価可能な技術の開発
・ドローン等による定期監視技術のプロトタイプ開発
【情報共有システム】
・点検データの蓄積と施設情報を一元管理するシステムのプロトタイプ作製
【小口径管の簡易補修】
・小口径管内の破損位置の特定が可能な機器のプロトタイプ作製
・小口径管の破損箇所の簡易補修技術の開発

（４）アウトプット目標 （２）最終の到達目標
【水路の点検・監視】
・画像情報から水路等の劣化度合いを高精度に診断する技術の開発
・ドローン等による定期・定点監視技術による自動データ取得技術の開発
・開発技術をマニュアル等にとりまとめて周知公表
【情報共有システム】
・複数のシステム上の施設情報等を一元的に取得・表示可能な技術の開発
・開発技術をマニュアル等にとりまとめて周知公表
【小口径管の簡易補修】
・小口径管の内部監視による破損位置の特定と破損箇所の簡易補修を可能とする機器の開発

対象地区における農業水利施設の点検・管理作業について、開発技術を適用することで、従来の点検・管理手法と比較し
て作業時間を30％削減する。診断情報等により補修が必要な箇所を早期に判断し、計画的な補修を実施することで事故リ
スクを低減させ、農業生産基盤の適切かつ効率的な保全を可能とする。これにより、食料・農業・農村基本計画のKPIであ
る「農業用水が安定的に供給されている農地面積の割合：100%維持」に貢献する。

（５）アウトカム目標

画像診断技術の開発、複数システムの連携手法の設計・開発、小口径管の監視・補修機器作製にかかる雑役務費
（15,000千円）、備品費（6,200千円）、消耗品費（871千円）、賃金（9,832千円）、印刷製本費（197千円）、旅費（4,479千円）、
その他（344千円）、間接経費（11,077千円）を計上する。

（６）予算の主な項目と
その内容

（７）その他補足事項

３ー（２）ー⑥ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑥農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（新規）
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アウトカム
（令和12年度～）

実証
・

産業利用
（令和12年度～）

委託プロジェクト（９～11年度）
既往成果
（知見） 令和11年度

アウトプット
令和10年度令和９年度

対象地区における農業水
利施設の点検・管理作業
について、開発技術を適
用することで、従来の点
検・管理手法と比較して
作業時間を30％削減する。

補修が必要な箇所を早
期に判断し、計画的な補
修を実施することで事故
リスクを低減させ、農業
生産基盤の適切かつ効
率的な保全を可能とする

食料・農業・農村基本計
画のKPIである「農業用水

が安定的に供給されてい
る農地面積の割合：100%
維持」に貢献

労働力が減少
する中でも実施
可能な農業用
水利施設の効
率的・省力的な
維持管理技術
が必要

施設の点検・監
視記録を蓄積
するとともに複
数システムの
データ共有シス
テムが必要

事故に繋がる
前に早期補修
を可能とするた
め、人が入れ
ない施設の点
検・補修技術が
必要

ドローン等による施設の
画像取得技術の開発

技術開発を行った研究機関
が中心となり、開発技術をマ
ニュアル等を通じて土地改良
区に周知するとともに、行政
部局、民間企業等と連携し、
技術の実証・利用段階に展開
する。

点検データ蓄積と施設情報を一元管理
するシステムのプロトタイプ作製

複数システムにおける登録
データ項目等の事前調査

小口径管に対応した内部監視
機器の規格設計

３ー（３）ー⑥ ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑥農業水利施設の機動的かつ省力的な保全管理（新規）

【普及・実用化に向けた推進策】

行政部局・都道府県と連携して
現場技術者向け研修等を活用し、
農業水利施設の管理者（国、都
道府県、市町村、土地改良区
等）への普及に取り組む。

画像情報から水路等の劣化度合いを
評価可能な手法の開発

診断結果の高精
度化の検討

データ共有・一元管理にむけた
システム要件の検討

小口径管の破損箇所の簡易補修技術の開発

小口径管内の破損位置の特定が
可能な機器のプロトタイプ作製

ドローン等による定期監視技術の
プロトタイプ開発

画像情報から水路等
の劣化度合いを高精
度に診断する技術の
開発

ドローン等による定期・
定点監視技術による自
動データ取得技術の
開発

複数のシステム上の
施設情報等を一元的
に取得・表示可能な技
術の開発

開発技術をマニュアル
等にとりまとめて周知
公表

小口径管の内部監視
による破損位置の特
定と破損箇所の簡易

補修を可能とする機器
の開発

民間事業者等を通じて開発技
術の現場普及を推進
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３ー（１）－⑦ 課題別の取組（概要）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

28



29

農林水産技術会議事務局 研究企画課（１）研究開発官等名

研究開発官室、大臣官房環境バイオマス政策課みどりの食料システム戦略グループ、輸出国際局知的財産課（２）連携する行政部局

Ｒ３～Ｒ１３年度（１１年間）（３）研究期間

10億円（見込）（４）事業費

１．基礎段階 ２．応用段階□ ３．開発段階□（５）研究開発の段階

３ー（２）－⑦ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

１．基本情報

２．研究内容

気候変動や新興病虫害に対応した新品種開発を支援するため、中央アジア・コーカサス地域等から多様な植物遺伝資源
を収集・保存・評価し、育種素材化を促進する。得られた特性情報はデータベース化し、種苗会社、公設試、大学等による
品種育成に活用する。また、アフリカ・中南米地域での共同調査を通じて、当該地域の遺伝資源利用の基盤を構築する。

（１）研究の概要

気候変動等に対応した国産農産物の安定供給や、野菜類の高付加価値化による国際競争力の強化には、革新的な品
種開発の源泉となる多様な植物遺伝資源の確保・活用が重要である。特に、高温・乾燥等の環境ストレスへの耐性、新興
病虫害への抵抗性、スマート農業への適性など、近年の育種ニーズに対応するためには、国内にはない特性を有する海
外植物遺伝資源を適正に取得し、育種素材として利用できる形に整備する必要がある。

一方、途上国を中心に遺伝資源に対する権利意識が高まる中、海外植物遺伝資源へのアクセスには、国レベルでの交
渉や信頼関係の構築が不可欠である。

このため、本研究では、相手国との二国間共同研究やベネフィットシェアリングとしてのキャパシティビルディングを通じて、
海外植物遺伝資源の探索・収集、国内導入を進める。

また、導入・保存した遺伝資源について、高温・乾燥耐性、病虫害抵抗性等の特性情報を明らかにし、検索性の高いデー
タベースを通じて利用可能な形で公開する。これにより、民間事業者、公設試、大学等が目的に応じて有用な育種素材を
効率的に選定できる環境を整備し、遺伝資源の育種利用を支援する。

海外遺伝資源を育種素材として活用するためには、相手国との制度調整、共同調査、種子増殖、特性評価、情報整備等
に一定の期間を要する。また、気候変動や近代品種の普及等により、諸外国の在来品種や地域固有の遺伝資源が失わ
れるリスクも高まっていることから、速やかに取組を進める必要がある。

（２）研究の内容
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３ー（２）－⑦ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

２．研究内容（続き）

（拡充内容）
• アフリカ・中南米地域での基盤構築

複数の野菜の原産地であるアフリカ・中南米地域において、相手国との共同調査を実施し、遺伝資源利用の基盤を構
築する。

• 低緯度地域由来遺伝資源の種子増殖技術
開発温暖化の進行を見据え、早期に育種素材化が求められる低緯度地域由来の遺伝資源について、原産地とは環境
が異なる我が国でも安定的かつ効率的に種子増殖を可能にする技術を開発する。

• 既存遺伝資源の現代的ニーズに即した再評価
既存の植物遺伝資源についても、高温環境下での生産性維持、新興病虫害への抵抗性、スマート農業適性等、現代の
育種ニーズを踏まえた観点から再評価を行い、育種素材化を促進する。

（２）研究の内容

公的研究機関、地方自治体、公設試、大学、民間種苗会社等が参画するコンソーシアムにより、遺伝資源の収集・保存、
特性評価、種子増殖技術の開発、データベース化までを一体的に推進する。また、外部専門家や関係行政部局等で構成
する運営委員会において、進捗、育種ニーズとの整合性、制度対応、成果の提供方法等を確認し、必要に応じて研究実施
計画や課題構成を見直すことで、成果の最大化と迅速な育種利用を図る。

（３）研究推進体制

• 新品種開発に不可欠な多様な植物遺伝資源を中央アジア・コーカサス地域等から収集・保存し、令和13年度までに
2,000点以上を確保する。

• 収集・保存した植物遺伝資源について、高温・乾燥耐性、新興病虫害抵抗性、スマート農業適性等、現代の育種ニーズ
に即した特性評価を実施し、令和13年度までに4万項目以上の特性情報を解明する。

• 低緯度地域由来の遺伝資源について、我が国でも安定的かつ効率的に種子増殖を行うための技術を開発する。
• 得られた遺伝資源情報、特性評価結果、保存・提供情報を検索性の高いデータベースとして整備・公開し、種苗会社、

公設試、大学等が育種素材として利用しやすい環境を構築する。
• エチオピアのオクラ及びコロンビアのトマト遺伝資源について、発芽能力、基礎形質、DNA品質、遺伝型情報等を整理し、

保全・詳細評価候補を抽出する。

（４）アウトプット目標



３ー（２）－⑦ 課題別の取組（詳細）
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）のうち

⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

２．研究内容（続き）

収集・保存・評価された植物遺伝資源が新品種開発に活用され、高温・乾燥環境下でも生産性を維持できる品種、新興
病虫害に抵抗性を有する品種、スマート農業に適した形質を備えた品種等の育成を加速化する。

より具体的には、「蔬菜の新品種」に掲載される野菜品種数のうち、17品目（アブラナ、カブ、カボチャ、カラシナ、キャベツ、
キュウリ、ダイコン、タマネギ、トウガラシ・ピーマン、トマト、ナス、ニンジン、ハクサイ、ブロッコリー、ホウレンソウ、メロン、レ
タス）について、年間品種開発数を1割以上増加させ45品種/年に強化することを目指す。

また、エチオピアのオクラ及びコロンビアのトマトについては、評価基盤の構築を通じて、将来的な育種利用や有用形質
の探索、現地遺伝資源の保全・活用の促進に貢献する。

（５）アウトカム目標

（６）予算の主な項目と
その内容

本研究の研究機関は、当初令和3年度から5年間であったが、令和6年度に5年間延長し、中央アジア・コーカサス地域等に
対象地域を拡大。

（７）その他補足事項

13,422千円人件費
ポスドク等雇用

27,819千円外国旅費
中央アジア・コーカサス地域 探索収集
アフリカ・中南米地域 共同研究現地調整

105,427千円試験研究費
ほ場関係経費、試験器具類、薬品費、データベース開発費、賃金等
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アウトカム
（21年度～）

委託プロジェクト（３～13年度）
既往成果
（知見） 令和13年度

アウトプット
令和12年度令和11年度令和10年度令和９年度令和８年度令和３～７年度

海外植物遺伝
資源の充実およ
び特性情報、有
望育種素材の
提供により、民
間事業者等によ
る新品種開発を
支援し、下記野
菜類17品目に

おける年間品種
開発数を１割以
上増加する

対象品目

アブラナ・コマツ
ナ、カブ、カボ
チャ、カラシナ、
キャベツ、キュ
ウリ、ダイコン、
タマネギ、トウガ
ラシ・ピーマン、
トマト、ナス、ニ
ンジン、ハクサ
イ、ブロッコリー、
ホウレンソウ、メ
ロン、レタス

※実証・産業利
用は随時

植物遺伝資
源の探索・
収集

野菜類遺伝
資源の特性
解明

データベー
スの構築・
充実

種子増殖技
術の開発

アフリカ・中
南米地域で
の基盤構築

３－（３）ー⑦ ロードマップ
課題名：食料安全保障強化研究のうち

⑦植物遺伝資源の収集・保存・提供の促進（拡充）

３．ロードマップ

実施体制・
制度条件の整備

保存状況・
利用実態調査

再増殖・
基礎形質評価

分子多様性
評価

エチオピア

実施体制・
制度条件の整備

発芽試験・
DNA調整準備

DNAマーカー
構成確定

遺伝型解析コロンビア

海外研究機関との共同研究により植物遺伝資源を探索・収集し、日本国内に導入

カンボジア、ベトナム、ラオ
ス、ミャンマー、キルギス、
ウズベキスタン、カザフスタ
ン、タジキスタンから3665点

を収集

開花制御技術の確立
難増殖性野菜類遺伝資源の増殖方法の開発

ウズベキスタン

一般栽培特性や各野菜品目において重要な育種課題となっている病虫害抵抗性等を評価する

有用な抵抗性を示すトウガ
ラシ・キュウリ遺伝資源など

を発見
民間種苗会社や公的機関による新たな研究開発等に発展

有望系統（高貯蔵性カボチャ、青枯病抵抗性ナス、黒班細菌病抵抗性ダイコン等）のスクリーニング、DNAマーカー作成等

ユーザーが新品種育成等に利活用可能な植物遺伝資源を容易に選定できるデータベースを開発し、内容を充実する

特性情報の収録と公開

収録データの充実

全文検索システム

在来品種DB

視覚的な
検索システム

都道府県、大学等の国内機関が保存している植物遺伝資源のデータ連携

カザフスタン

タジキスタン

29,254点連携済

アゼルバイジャン

アルメニア

(R9-R13)
2000点以上の植

物遺伝資源を収
集する

(R9-R13)
・のべ40,000点以

上の特性情報を
解明する

保全・詳細評価
候補系統の抽出

各野菜品目の有
用系統を見出す

SOP素案作成

検索性の高い
データベースか
ら植物遺伝資源
情報を統合的に
公開し、育種素
材としての利活
用を促進
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ランク
（A～C）

１．研究の実施（概算要求）の適否に関する所見

A

・いずれの課題も重要であり、実施は妥当。
・農業現場が直面する喫緊の課題に対応した技術開発を体系的にすすめる研究であり、国が主導して実施する意義は高い。

２．今後検討を要する事項に関する所見

・農業人口減少、高齢化への対策、経営規模拡大など社会的背景の考慮が必要。
・課題間連携の強化による技術の統合やパッケージ化の可能性を検討すべき。
・研究成果の全国普及に向けて、アウトカム指標の具体化や実装性検証の充実化、複数地域・条件での比較検証の明確な
位置づけについて更なる検討が必要。
・果樹については技術開発・導入に時間がかかるものの、急激な気候変動等に対応するために、スピード感を持った対応が
必要。

【総括評価】 ※総括評価の欄は、評価専門委員会において記載します（事務局による評価段階では空欄）

【項目別評価】 ※複数の研究課題の設定がある場合には、研究課題を総合的に評価します。

ランク
（A～C）

項目名

A１．研究内容の妥当性

A２．研究目標（アウトプット目標）の妥当性

A
３．研究が社会・経済等に及ぼす効果（アウトカム）の目標とその実現に向けた研究成果の普及・実用化の道筋（ロードマッ
プ）の明確性研究目標（アウトプット目標）の明確性

A４．研究計画の妥当性

４．評価
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）
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５．用語集
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）

頁等
該当箇所

用語の意味用語

P3
高温、干ばつ、倒伏等の原因により登熟不良となり、ふるいによる選別で除かれてしまう充実の
悪い麦。細麦が多いと製品歩留まりが低下する。

細麦（さいばく）

P3
莢が成熟して収穫期を迎えた大豆において通常は枯れる茎や葉の成熟が遅れて緑色のままに
なる現象で、収穫作業の効率と子実品質を低下させる。

青立ち

P7

同じ樹あるいは同じ品種の花粉で結実できる特性を持つ品種。受粉樹を植える必要がなく、また、
天候不良下でも安定生産が可能。対義語として自家不和合性品種がある。
うめ、おうとう、なし、りんごなどの樹種では、自家不和合性を示す品種が多い。そのため、訪花
昆虫による受粉や人工授粉を必要とし、結実が不安定になりやすい。

自家和合性品種

P11，12防除を実施した面積を作業回数ごとに積み上げて合計した面積のこと。延防除面積

P11～13
南アメリカ原産のヒユ科の多年生で強い繁殖力を持つ特定外来生物。水田や水路、河川等で繁
茂してイネの生育阻害や水路の通水阻害を引き起こして被害をもたらす。

ナガエツルノゲイトウ

P１１，13，15，32
標準作業手順書（Standard Operating Procedure）と呼ばれ、作業や業務の手順を詳細に文書で
示した指示書。

SOP

P16，17
ロボット技術やICT等の先端技術を活用し、超省力化や高品質生産等を可能にする新たな農業
技術。

スマート農業技術

P16，17，19
圃場内の作物の生育や土壌のばらつきに合わせて施肥を行う技術。収穫物の全体の品質を
安定化させたり、肥料の過剰散布による環境への負荷低減倒伏防止が可能となる。

可変施肥
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５．用語集
課題名：食料安全保障強化研究（拡充）

頁等
該当箇所

用語の意味用語

P20～23
飼料用とうもろこし（デントコーン等）の地上部（茎、葉、子実）を子実の完熟前（黄熟期）にまとめ
て収穫したもの。茎、葉、子実の全てを細断して発酵させたもの（サイレージ）を家畜に給与する。

青刈りとうもろこし

P20，22，23

農地を複数の区画（ブロック）に分け、栽培する作物をブロックごとに毎年変えていく輪作方法の
一種。通常の輪作は圃場単位で作物を変えていくが、ブロックローテーションは、隣接する複数
の圃場をブロックとしてまとめ、ブロックごとに作物を変えていく方法。１つのブロックは数ヘク
タールほど。

ブロックローテーション

P20～23
家畜が摂取した飼料をどれだけ効率的に成長や生産に変換できるかを示す指標。飼料利用性
が高い家畜ほど、少ない飼料で効率よく増体できるため、生産コストの低減や生産性の向上に
つながる。

飼料利用性

P20～23
遺伝的能力の高い家畜を次世代の親として選ぶための指標。増体能力など改良したい形質を
直接用いるほか、飼料利用性のように測定が難しい場合は、相関の高い別の形質を代替指標と
して用いる。

選抜指標

P24～27
食料生産の基盤である農業用水の安定的供給や、洪水による農業被害を防ぐ排水などを目的
とした、ダム、頭首工、用排水路、用排水機場などの施設の総称。

農業水利施設

P24，25 
農業水利施設の仕様や性能、寸法等に関するデータの総称。例えば開水路の場合は横断面の
形状や壁面の材質等、用水ポンプの場合は吸水能力、電力消費量、口径など。

施設の諸元

P28～32遺伝の機能的な単位を有する素材。例えば植物の種子、芋、苗木などのこと。遺伝資源

P28～32新品種を育成するときに交配親として使われる植物のこと。育種素材

P30，32近代育種が行われる前から、ある限られた地域で選抜・栽培されてきた品種のこと。在来品種

P29
植物、動物、微生物の遺伝資源を収集し、人為的に管理することで保存する仕組み、またはそ
のための施設のこと。

ジーンバンク
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